
理念 締結理由の制限
勤続年数又は

契約更新回数の上限制限
期間満了、雇止めに係るルール等

アメリカ 有期と無期の法的位置づけに差なし なし なし なし

日本 有期と無期の法的位置づけに差なし なし

勤続年数、更新回数に制限なし

※　ただし、実質無期又は雇用保護への合理的期待が認められる場
合の雇止めは、解雇権濫用法理の類推適用等で無効とされることあ
り

・３回以上更新されている場合等には、契約期間満了日の30日前まで
に雇止めの予告が必要。また、労働者の請求により更新しない理由の
証明書を交付することが必要（大臣告示）。
・労働契約法において、使用する目的に照らして、必要以上に短い期
間を定めることにより、その労働契約を反復更新することのないように
配慮しなければならないこととされている。
・一定の有期契約（1回以上更新かつ1年超の継続勤務）を更新する場
合は、実態及び希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう努め
なければならない（大臣告示）。

デンマーク 有期の濫用防止 なし

・有期契約の更新は、原則として客観的理由（病気や妊娠などの予期
できない状況など）により正当化される場合に限定。
・大学における教師や研究者等については、更新は２回まで。
・法違反は損害賠償請求の対象となる
・反復継続的利用の濫用があった場合、無期契約となる（判例法理）

なし

イギリス 有期の濫用防止 なし

・最長４年まで、その間原則更新回数制限なし
・ただし、①客観的に正当化される場合、②労働協約等で延長されて
いる場合は除く
・反復継続的利用の濫用を防ぐため、①継続して雇用される期間の
上限、②更新回数の上限、③更新の正当化事由について労働協約
等で定めることにより法定ルールの修正が可能
・４年経過後、契約が更新された場合等には、無期化

・中断後の再雇用は、中断期間が継続期間として一定の範囲に収まる
ようなものであれば継続期間として扱われる。

韓国 有期の濫用防止 なし
・最長２年まで、その間更新回数制限なし
・２年を超えた場合は無期みなし なし

ドイツ 有期の濫用防止

・２年間まで、なし
・２年を超える場合の期間の定めは、客観的な理由（法
律に例示列挙）により正当化される場合に可
①一時的な労働需要への対応
②他の労働者の代理
③労働者の個人的事由　など

・更新回数制限なし（期間の定めが正当化される場合）
・正当化されない場合、最長２年まで、その間更新は原則3回まで（労
働協約で別の定めをすることができる）
・企業の設立後最初の4年間においては、最長4年、その間における
複数回の更新も許容。
・52才以上の労働者は最長５年、その間における複数回の更新も許
容。
・違反した場合、無期みなし

・同一使用者と以前に労働関係にあった場合は、正当事由が不要な有
期契約を締結できない。

フランス
無期が原則

※　労働契約は期間の定めなく締結
される（労働法典）

・締結事由を制限（法律に限定列挙）
①欠勤労働者等の特定の労働者の代替
②事業活動の一時的増加
③季節的業務、又は活動の性質及び業務の一時性ゆえ
に期間の定めのない契約を利用しないことが慣行となっ
ている活動部門での雇用等
・該当しない場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

・最長１８ヶ月まで、その間更新は１回のみ可
・更新時にも正当事由が必要
・違反の場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

・期間満了時に、期間の定めのない契約での継続が使用者から提示さ
れなかった場合に、使用者から契約終了手当（原則、契約期間中に支
払われた税込総報酬の10％）が支払われる。
・有期労働契約の終了後、同じ職に有期労働契約や派遣で労働者を
採用するためには、「クーリング期間」を置かなければならない。
①契約期間が14日以上の場合、更新を含めた最初の契約期間の3分
の1
②契約期間が14日未満の場合、更新を含めた最初の契約期間の半分
（適用除外あり）
・違反は、無期契約とみなされるほか、刑事制裁の対象ともなる。

（資料出所）第５回有期労働契約研究会資料等を基に事務局にて作成
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理念
契約締結時の

労働条件等の明示
均衡待遇・差別的取扱いの禁止 正社員・無期契約への転換推進

アメリカ 有期と無期の法的位置づけに差なし
・多くの州では、１年を超える有期雇用契約を締結する場合、書面に
よらなければ当事者は法的拘束力を否定される。 なし なし

日本 有期と無期の法的位置づけに差なし
・契約期間、賃金その他一定の労働条件は書面で明示する必要（罰
則）
・更新の有無、更新の判断基準を明示する必要（大臣告示）

＜均衡待遇＞
・短時間労働者については、パートタイム労働法で均衡待遇を推進（正社員と同視
しうる短時間労働者については差別禁止規定あり）

＜正社員転換推進＞
短時間労働者については、パートタイム労働法により、事業主は、通常
の労働者への転換を推進するため、①　通常の労働者に係る求人情報
をその雇用する短時間労働者に周知、②　社内公募の機会提供、③
通常の労働者への転換試験の整備等のいずれかの措置を講じなけれ
ばならない。

デンマーク 有期の濫用防止 不明

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期契約労働者の労働条件は、その差が、雇用関係に期間制限があることのみ
を理由としている場合や客観的理由により正当化されない場合は、比較可能な無
期契約労働者へ適用されるものよりも不利であってはならない。
・報酬の期間比例の原則の適用。
・勤続年数を資格とする労働条件を設定するときは、その基準を異ならせることに
正当化できる理由がない限り同じにすること。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、有期契約労働者に対して、他の労働者と同様常用的地位
を得る機会を持てるよう、事業所における欠員について情報提供するも
のとする。
・使用者は、可能な限り、有期契約労働者がその技能、キャリア機会を
改善し、職業的移動可能性を高めるための適当な訓練へのアクセスを
容易にするものとする。

イギリス 有期の濫用防止

・1ヶ月以上勤続している被用者には、雇用継続期間等について、雇
用開始の2ヶ月以内に雇用条件明細書で交付する必要。
・不交付又は誤った内容の交付の場合、被用者は雇用審判所に対し
て、雇用条件の特定又は修正を求めることができる。

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期雇用契約被用者は、比較対象となる被用者と比較してそれより不利に扱われ
ない権利を有する。（この権利は、不利な扱いが有期雇用であることを理由とするも
のであり、その取扱いが客観的理由に基づき正当化できない場合に限り付与され
る）
・勤務条件に関連する勤続期間の資格要件は、不利な取扱いを受けない事項とし
て規則に例示。
・比較対象となる被用者より不利に扱われたか否かを判断するに際して、不適当で
なければ、比例原則が適用される。
・不利な扱いを受けていると考える有期雇用契約被用者は、使用者に対し、その扱
いの理由を記した書面の交付を求めることができる。

＜無期契約転換推進＞
・事業所内の期間の定めのない雇用契約の職を得る機会について無
期契約被用者との平等取扱い義務。

韓国 有期の濫用防止 不明

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・使用者は、期間制労働者であることを理由に、当該事業又は事業場で同種又は
類似業務に従事している期間の定めのない労働契約を締結した労働者に比べて差
別的処遇（注）をしてはならない。
（注）差別的処遇とは、賃金そのほかの労働条件等において合理的な理由なく不利
に取り扱うこと

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、期間の定めのない労働契約を締結して新たに労働者を雇
用とする場合、当該事業又は事業場の同種又は類似業務に従事する
期間制労働者を優先的に雇用するように努めなければならない。

ドイツ 有期の濫用防止

・労働契約の期間設定は、有効となるためには書面性が必要。
・この場合、口頭で有期労働契約を締結し、後で書面を交付すること
は許容されない（判例）。
・違反した場合、無期みなし

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期雇用労働者は、客観的な理由が異なる取扱いを正当化する場合を除き、労
働契約の期間設定を理由として、比較可能な無期契約労働者よりも不利に取り扱
われてはならない。
・一定の算定期間について支給される賃金等については、少なくとも就業期間の割
合に応じて保障。
・一定の雇用条件が就業期間に係っている場合、異なる取扱いが客観的な理由に
より正当化される場合を除き、無期契約労働者と同じ期間を考慮。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は、有期雇用労働者に対して、補充されるべき期間の定めの
ない労働ポストに関する情報を提供しなければならない。

フランス
無期が原則

※　労働契約は期間の定めなく締結され
る（労働法典）

・有期労働契約は必ず書面で締結しなければならない。
・契約書には、利用事由、契約満了日、更新条項、不確定期限の場
合は最低期間等を記載する必要。
・契約書は採用日から2就業日以内に交付する必要。
・違反の場合、無期みなし、賠償金支払、刑事罰

＜正当事由がない場合の不利益取扱い禁止＞
・有期契約労働者は、異なる取扱いが客観的理由によって正当化されない限り，比
較可能な条件にある無期契約労働者と同じ権利・義務（法律・労働協約・職業慣行
に基づく権利）を享受する。
・報酬は、同等の格付けで同じ職務に従事する無期契約労働者が試用期間後に受
け取る報酬額を下回ってはならない。（違反に対して刑事制裁あり。）
・労働条件に勤続年数要件がある場合は異なる待遇も許容されることがある。

＜無期契約転換推進＞
・使用者は，当該企業において期間の定めのない契約で従事する職の
リストを通知する情報提供措置が存在する場合，有期契約労働者にも
そのリストを通知しなければならない。（無期契約労働者との平等取扱
い）

有期労働契約法制　　日本の現行法制、諸外国との比較

（資料出所）第５回有期労働契約研究会資料等を基に事務局にて作成


